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資料第 022-1 復興準備会の立上げ方針 

１ 「復興準備会」や「復興まちづくり協議会」の発足のケース 

(1) 町会・自治会→復興準備会→地域復興組織（復興まちづくり協議会） 

(2) 行政のよびかけ→復興準備会→地域復興組織（復興まちづくり協議会） 

  という基本的な手順以外にも、復興準備会や復興まちづくり協議会は発足できるものとする。 

 

２ 従前に「まちづくり協議会」がある場合 

  基本的に、そのまま「復興準備会」として移行し、それを母体に再編成して「地域復興組織（復

興まちづくり協議会）」に移行できるようにする。 

 

３ 被害が少ないなどの区域 

  重点復興地区・復興促進地区など都市復興の重点地区に該当しない場合であっても、区民の中か

ら自発的に復興まちづくり活動が展開してくる場合がある。そのような場合でも「復興準備会」を

開催し、地域復興組織またはそれに準じる組織として、まちづくり支援を受けることができるよう

にする。 
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資料第 022-2 復興まちづくり協議会（地域復興組織）の規約案 

 

（名称） 

 第 1 条 本会は ○○地区復興まちづくり協議会（以下「協議会」）と称する。 

（目的） 

 第２条 協議会は、○○地区の震災からの復興について協議し、○○となるまちづくりの推進を目

的にする。 

（会員と区域） 

 第３条 本会の会員は、○○地区（    丁目）の居住者・事業者・及び土地建物の権利を有す

る人とする。なお、申し出た退会希望者は拒まない。 

（活動） 

 第４条 第２条の目的を達成するため、以下の活動を行う。 

    ァ）会員の総意を反映したまちづくり提案の作成と区への提出 

    ィ）まちづくりのための調査、研究、協議、企画、事業の実行 

    ゥ）会員への広報、まちづくり啓発 

    ェ）関係機関への働きかけ、その他、まちづくりに関する活動 

（委員） 

 第５条 次の方法で委員を選出し、委員会を設置し、第４条の活動を行う。 

    ァ）会員であって町会自治会、商店会、ＰＴＡなど地域活動組織から推薦されたもの 

    ィ）会員であって、本協議会の目的を理解して委員となることを申し出たもの 

    ゥ）本地区の復興まちづくりに寄与できることを委員会が認めたもの 

（会長等） 

 第６条 会には会長 1 名、副会長若干名、運営委員若干名を置く。会長は、会を代表し、委員会、

総会を招集し主催する。 

 -2 会長は委員の互選によって定める 

（総会と委員会） 

 第７条 会長は、年 1 回以上協議会総会、及び委員会を招集する。 

 -2 総会は、区域に係わる復興に関する地域の総意を示す場とする。規約、まちづくり

提案など会の重要事項は、総会での検討を経て最終的に効力をもつことにする。 

 -3 委員会は、総会の検討をふまえて、本協議会の運営及び会の活動をつかさどるもの

とする。 

 -4 会の重要事項について総会の開催が困難な場合は、アンケートなどをもって総会の

検討に替えることができる。この場合、次回の総会に報告し承認を得なければならない。 

（職務及び任期） 

  第８条 役員、委員の任期は２年とする。再任はさまたげない。 

（運営等） 

  第９条 総会、委員会は会長が招集する。会員または委員の 1/3 以上の要請があった場合は、会

長は総会または委員会を招集しなければならない。 

 -2 協議会において決定すべき事項については、会員・委員は相互に努力して合意に達
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するものとする。 

 -3 会長は、目的の達成のため、広報部会、その他検討部会・街区別部会を置くことが

できる 

 -4 総会、委員会には会の承認をえたものは傍聴し参考意見を述べることができる。 

 -5 会長は、区に対して区職員や専門家の出席や資料提供を求めることができる。 

（事務局） 

  第 10 条 事務局は練馬区○○○に置く。 

（改正） 

  第 11 条 この会則に変更が必要な場合は、委員会で定めることができる。変更した規約は次回の

総会で報告し承認を得るものとする。 

 付則 

  本規約は  ○○年○月○日より発効する。 

 

 

※ その他 予算・決算・会計・個人等の活動の自由などを定めてもよい 
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資料第 022-3 東京都が想定する合意形成プロセス 

１ 地域での合意形成の取組の必要性 

 被災後は居住者や地権者が一時転出することなどが想定され、平常時に比べて合意形成が難しい状

況にある。しかし、一刻も早い復興のためには、効率よく議論を深め、まちの進むべき方向を共有す

ること（合意形成）が重要である。 

 ここでは、復興プロセス編で示している区市町村が認定する地域復興協議会について述べているが、

認定をしない様々な協議会においても同様に考えることが望ましい。 

 

２ 具体的な方向 

(1) 地域復興協議会の組織化 

ア 震災後のまちづくり計画について検討を行うために、住民は地域復興協議会を組織化する。機

運が盛り上がりにくい場合は、区市町村が組織化の呼びかけを行う。 

イ 組織化に当たっては、事業等の導入が想定される単位又は町丁目、学校区等の既存の社会的圏

域で区分し、既存まちづくり協議会がある場合はその会員の他、地権者や借家人、町会等の地

元組織の役員、公募による選出者等、多様な住民により構成する。 

ウ 地域復興協議会の組織化が困難な地域では、説明会やアンケート等で関係権利者の意向を把握

し、意見集約を行う。 

エ 地域復興協議会は、まちづくりの計画について検討する他に、コミュニティ再生計画や地域産

業復興計画、福祉振興計画等の地域の状況に応じた様々な計画づくりについても検討を行うこ

とが必要となる。（復興プロセス編参照）  

(2) 地域復興協議会での検討 

ア 地域復興協議会では、まちづくりの目標や骨格プラン、分野別の方針について検討を行い、「ま

ちづくり提言」としてまとめ、区市町村に提言を行う。その際、被災地域外への一時転出者の

意向を十分に踏まえることに留意する。 

イ 被災地域外に一時転出した住民については、アンケートやヒアリング等を通して意向を把握す

る。 

ウ 地域復興協議会は、復興まちづくり計画や個別事業の整備計画が策定された後の事業の推進や、

完成施設の維持管理を担う等、まちづくりの主役として関わっていく。 

(3) 一時転出者への対応 

ア 一時転出者の連絡先の把握については、地域復興協議会が中心となり、転出先を書いた立て看

板及び近所への伝言の有無等を確認し、転出先の把握に努める。また、郵便局に転送の届出が

行われていると想定されるので、被災前の住所へ郵送し、転出先を連絡するように伝える。 

イ 地域復興協議会への参画が困難な一時転出者の意向を把握するために、協議会の検討経過等の

情報が一時転出者に伝えられる必要がある。郵送やインターネット、FAX 等を活用して、協議

会における検討内容について十分な情報提供を行う。 

(4) まちづくり専門家の配分調整 

非常時の参加型まちづくりを迅速に進めるためには、区市町村において、同時に多くのまちづ

くり専門家の協力が必要となることから、効率的にまちづくり専門家を動員するために、都に

おいて専門家の配分調整を行う。 
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■合意形成の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）復興地区区分別の考え方 

地区区分 考え方 留意事項 

 
 
 
 
 

重点 
復興 
地区 

〈第一次建築制限～第二次建築制限(一般型)〉 
建築基準法第84条の建築制に続き、被災市街

地復興特別措置法(第５条、第７条)に基づく被
災市街地復興推進地域指定による建築制限に移
行し、その間に住民の合意形成を図り、復興ま
ちづくり計画及び個別事業の整備計画（一部都
市計画決定）の策定を順次進める。 

１  被災市街地復興特別措置法第7条による最大２
年の建築制限期間にとらわれず、なるべく早期に
計画の策定が図られるように努める(３か月～６
か月以内を目途とすることが望ましい)。 

２ 重点復興地区における一般的な方式とする。 
３ 復興都市計画（都市計画決定が必要な事業）の
合意に至らない場合には、代替方策(任意事業導
入など)を準備する。 

〈第一次建築制限のみ(短期型)〉 
建築基準法の２か月の建築制限期間内に復興

まちづくり計画及び個別事業の整備計画を策定
（一部都市計画決定）し、その後住民との協議
を行い事業決定へ進める。 

１ 震災前から事業導入の検討が進み、地元で合意
形成がなされている。 

 
 

 
 
 
 

復興 
促進 
地区 

〈条例－都決型〉 
条例による建築の届出・協議を実施するとと

もに、住民との復興まちづくりの協議を進め、
一定の合意形成が得られた段階で都市計画決定
を行い、引き続き事業決定を行う。 

１ 復興まちづくりへの地元機運の盛り上がりを粘
り強く働きかける。 

２  復興都市計画（都市計画決定が必要な事業）の
合意に至らない場合には、代替方策(任意事業導
入など)を準備する。 

〈条例－任意型〉 
条例による建築の届出・協議を実施するとと

もに、住民との復興まちづくりの協議を進め、
復興まちづくり計画の策定し、それと連動する
地区計画又は任意事業の導入を行う。 

１ 復興まちづくりへの地元機運の盛り上がりを粘
り強く働きかける。 

復興 
誘導 
地区 

〈誘導型〉 
条例による建築の届出を実施するとともに、

街区整備、建築誘導を可能なところから順次進
めていく。 

１ 良好な建築物への誘導に力点を置く。 

 
 

（出典：都震災復興マニュアル（復興施策編）P.272-273） 

 
被災前に 

地元組識なし 
被災前に町会等 
地元組識あり 

重点復興地区の設定 復興誘導地区・一般地区の設定 復興促進地区の設定 

区市町村が復興まちづくり計画原案 
及び個別事業の整備計画原案を作成 

従前の組織を母体に地域復
興協議会を組織化 

地域復興協議会を
組織化 

協議会を組織化 
できない 

震災後のまちづくり計画についての 
検討、協議会提言の作成 

説明会やアンケート
等での意向把握 

被災前に 
まちづくり協議会あり 

まちづくりについての継続的な検討 
及び復興事業の推進（施設の管理等） 

行政による計画の 
策定及び事業の推進 
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資料第 022-4 地域復興協議会の事例（尼崎市築地地区） 
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資料第 022-5 復興まちづくり協議会（地域復興組織）の認定要件 

１ 認定要件（練馬区震災復興の推進に関する条例施行規則、第８条） 

(1) 地域協働復興に関する活動を目的とすること。 

(2) 団体の活動を行う区域(以下「地域協働復興区域」という。)が定められていること。 

(3) 主たる構成員が地域協働復興区域内の住民等(区民、事業を営む者、土地を所有する者また

は建築物を所有する者等。以下同じ。)であること。 

(4) 前号に規定する住民等のほか、団体の活動において、地域復興地区内に通勤または通学する

者の参加の機会が保障されていること。 

(5) 名称、目的、代表者その他必要な事項を記載した規約を定めていること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める要件を満たしていること。 

※ 地域復興組織として認定を受けようとする団体は、地域復興組織認定申請書(第 1 号様式)を

区長に提出しなければならない。 

 

２ 留意事項 

候補団体の中には、まちづくり条例のまちづくり協議会のように地域の賛意を得た有志による場

合もある。この場合は、地域の総意の組織ではないので、地域合意の形成や時限的市街地の運営な

どに時間をかけることが必要となる。 

 復興まちづくり協議会の会員は、原則として地区に係わる全員とし、通例は委員会が決定し、重

大な事案（役員の承認、区への提案）は総会またはそれに代わるもの（アンケート等）で最終決定

するほうが意志決定がスムーズにできることに留意する。 

 なお、協議会委員の選定方法は、 

   1.公募による個人参加 

   2.公募及び団体推薦による個人参加 

   3.団体代表参加（公募メンバーも１つの組織を作って参加） 

 のいずれかと考えられる。 
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資料第 022-6 練馬区震災復興の推進に関する条例 

平成 20 年 12 月 15 日 

条例第 50 号 

(目的) 

第1条 この条例は、練馬区(以下「区」という。)が地震により大規模な被害を受けた場合において、

区民および区が協働して、被災市街地の整備に係る対策を総合的かつ計画的に推進することにより、

災害に強い活力のある市街地を形成し、もって区民生活の安定と回復を図ることを目的とする。 

 

(定義) 

第2条 この条例における用語の意義は、建築基準法(昭和25年法律第201号)の例による。 

2 この条例において「震災復興事業」とは、地震により大規模な被害を受けた市街地の復興を図るた

め、計画的に整備する事業をいう。 

3 この条例において「建築物等」とは、建築物および建築物以外の工作物で練馬区規則(以下「規則」

という。)で定めるものをいう。 

 

(区の責務) 

第3条 区は、東京都および関係する地方公共団体と連携を図りつつ、被災後、速やかに区の都市の復

興に関する基本的な方針(以下「練馬区都市復興基本方針」という。)を策定し、これを区民に広く

公表するとともに、同方針に基づき震災復興事業を区民と協働して推進し、その他必要な施策を実

施しなければならない。 

 

(区民等の責務) 

第4条 区民は、その日常生活において、災害に強いまちづくりについて理解を深め、被災後は、自ら

の生活の再建に努めるとともに、震災復興事業に協力しなければならない。 

2 区内で事業を営む者は、事業活動を行うに当たってその社会的責任を自覚し、災害に強いまちづく

りについて理解を深め、被災後の事業活動を通じて市街地の復興に努めるとともに、震災復興事業

に協力しなければならない。 

 

(復興本部の設置) 

第5条 区長は、震災復興事業を速やかに実施するため、練馬区震災復興本部(以下「復興本部」とい

う。)を設置する。 

 

(組織) 

第6条 復興本部に本部長、副本部長および本部員を置く。 

2 本部長は、区長をもって充てる。 

3 本部長は、復興本部の事務を統括し、復興本部を代表する。 

4 副本部長および本部員は、本部長が練馬区職員のうちから指名する者をもって充てる。 

5 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

6 本部員は、本部長の命を受け、復興本部の事務に従事する。 

資-128



第２編 第３章 第２節  １ 復興まちづくり協議会の発足と認定 

 

 

(部) 

第7条 復興本部に部を置く。 

2 部に部長を置き、本部長が本部員のうちから指名する者をもって充てる。 

3 部長は、部の事務を掌理する。 

 

(復興本部の廃止) 

第8条 区長は、震災復興事業が進ちょくし、復興本部の設置の目的が達成されたと認めるときは、復

興本部を廃止するものとする。 

 

(復興対象地区の指定) 

第9条 区長は、つぎの各号に掲げる地区を復興対象地区として指定することができる。 

(1) 重点復興地区 震災により、建築物等の集中的倒壊もしくは面的焼失または都市基盤施設の

損壊等の壊滅的な被害を被り、震災復興のための建築物等の更新(災害に強いまちづくりを促

進するため、耐震性および耐火性の高い建築物等の新築、改築または増築を行うことをいう。

以下同じ。)および都市基盤施設の整備(以下「都市基盤施設の整備等」という。)を緊急かつ

重点的に行うことが必要な地区 

(2) 復興促進地区 震災により、相当数の建築物等が倒壊または焼失し、さらに、その地区内の

一部の地域が建築物等の集中的倒壊もしくは面的焼失または都市基盤施設の損壊等甚大な被

害を被り、当該地域を含めた都市基盤施設の整備等を一体的に行うことが必要な地区 

(3) 復興誘導地区 震災により、建築物等が倒壊または焼失し、当該建築物等の更新を誘導する

ことが必要な地区 

2 前項各号に規定する復興対象地区の指定の基準は、規則で定める。 

3 区長は、第1項の規定により復興対象地区を指定した場合は、その旨を告示しなければならない。 

 

(復興対象地区の変更等) 

第10条 区長は、震災復興事業の進ちょく状況を考慮して必要があると認めるときは、前条第1項の規

定による指定を変更し、または廃止することができる。 

2 前条第3項の規定は、前項の場合について準用する。 

 

(都市復興基本計画の策定) 

第11条 区長は、東京都都市復興基本計画との整合を図りつつ、練馬区都市復興基本方針に基づき、

区の震災復興事業を推進するための計画(以下「練馬区都市復興基本計画」という。)を速やかに策

定し、これを区民に広く公表しなければならない。 

2 区長は、前項の規定により練馬区都市復興基本計画を策定するに当たっては、区民の意見を聴取し、

その意見が十分に反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

(震災復興事業の推進) 

第12条 区長は、第9条第1項第1号に規定する重点復興地区および同項第2号に規定する復興促進地区

において、練馬区都市復興基本計画に基づき、土地区画整理事業(土地区画整理法(昭和29年法律第

資-129



第２編 第２章 第２節  １ 復興まちづくり協議会の発足と認定 

 

119号)第2条第1項に規定する土地区画整理事業をいう。)、市街地再開発事業(都市再開発法(昭和44

年法律第38号)第2条第1号に規定する市街地再開発事業をいう。)等の面的な整備事業の施行、道路、

公園等の公共の用に供する施設の整備、地区計画等の決定、建築物等の不燃化の誘導その他の必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。 

2 区長は、第9条第1項第3号に規定する復興誘導地区において、練馬区都市復興基本計画に基づき、

地区計画等の決定、建築物等の不燃化の誘導その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

3 区長は、震災復興事業の推進に当たっては、区民の意見を聴取し、その意見が十分に反映されるよ

う必要な措置を講ずるものとする。 

4 区長は、必要に応じ、震災復興事業を行う者に対し、練馬区都市復興基本計画に基づく当該事業の

速やかな推進を要請することができる。 

 

(地域復興組織の認定等) 

第13条 区長は、地域協働復興(被災後において、区民が相互に協力し、ボランティア、区、国および

地方公共団体等との協働により、自主的に自らの生活の再建および居住する地域の復興を進めるこ

とをいう。以下同じ。)に関する活動の推進を図るため、規則で定める団体を、地域復興組織として

認定することができる。 

 

(地域復興組織の支援) 

第14条 区長は、地域復興組織に対して、情報の提供、相談体制の充実その他地域協働復興に関する

活動に必要な支援を行うよう努めなければならない。 

 

(被災市街地復興推進地域の指定) 

第15条 区長は、第9条第1項第1号に規定する重点復興地区および同項第2号に規定する復興促進地区

内において、土地の形質の変更または建築物等の新築、改築もしくは増築を制限する必要がある地

域については、被災市街地復興特別措置法(平成7年法律第14号)第5条第1項の規定に基づき、都市計

画に被災市街地復興推進地域を定めることができる。 

 

(建築行為の届出) 

第16条 第9条第1項に規定する重点復興地区および復興促進地区(前条の規定により被災市街地復興

推進地域を定めた区域を除く。)ならびに復興誘導地区内において、建築物等の建築をしようとする

建築主は、規則で定めるところにより、当該建築物等の内容を区長に届け出なければならない。た

だし、つぎの各号に掲げる建築物等については、この限りでない。 

(1) 非常災害により必要な応急措置として建築するもの 

(2) 国、地方公共団体等が震災復興事業として建築するもの 

(3) 都市計画事業の施行として建築するものおよび都市計画に適合して建築するもの 

(4) 自己の居住の用に供する住宅または自己の業務の用に供する建築物(住宅を除く。)で、つぎ

に掲げる要件に該当するもの 

ア 階数が 2 以下であり、かつ、地階を有しないものであること。 

イ 主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造である
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こと。 

ウ 容易に移転し、または除却することができるものであること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、区長が特に震災復興事業の施行に支障がないと認める建築物等 

2 前項の規定による届出の義務は、第9条第1項の規定により復興対象地区の指定をした日から起算し

て2年を経過した日に、その効力を失う。 

 

(情報の提供および協議) 

第17条 区長は、前条第1項の規定による届出があった場合は、当該届出を行った建築主に対し、災害

に強いまちづくりを促進するために、必要に応じて建築物等の耐震性および耐火性を高めるための

情報の提供に努めなければならない。 

2 区長は、前条第1項の規定による届出に関して、当該届出を行った建築主と災害に強いまちづくり

のための協議を行うことができる。 

 

(委任) 

第 18 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料第 022-7 練馬区震災復興の推進に関する条例施行規則 

平成20年12月16日 

規則第89号 

改正 平成26年10月27日規則第110号 

平成27年2月18日規則第4号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、練馬区震災復興の推進に関する条例(平成20年12月練馬区条例第50号。以下「条

例」という。)の施行について、必要な事項を定めるものとする。 

(用語) 

第2条 この規則における用語の意義は、条例で定める用語の例による。 

(建築物以外の工作物) 

第3条 条例第2条第3項に規定する建築物以外の工作物で規則で定めるものは、建築基準法施行令(昭

和25年政令第338号)第138条第1項に規定する工作物とする。 

(副本部長) 

第4条 条例第6条第4項の規定により副本部長に充てるものとして本部長が指名する練馬区職員は、つ

ぎに掲げる職にある者とする。 

(1) 副区長 

(2) 教育長 

2 条例第6条第5項の規定による本部長の職務の代理は、都市整備部を担任する副区長(以下「担任副

区長」という。)である副本部長がこれを行う。ただし、担任副区長である副本部長にも事故あると

きは担任副区長以外の副区長である副本部長が、担任副区長以外の副区長である副本部長にも事故

あるときは教育長である副本部長が本部長の職務を代理する。 

(平26規則110・平27規則4・一部改正) 

(本部員) 

第5条 条例第6条第4項の規定により本部員に充てるものとして本部長が指名する練馬区職員は、練馬

区組織規則(昭和48年12月練馬区規則第33号)第3条に規定する部長および室長、練馬区教育委員会事

務局組織規則(平成4年3月練馬区教育委員会規則第1号)第3条第1項に規定する部長、会計管理室長、

選挙管理委員会事務局長、監査事務局長ならびに議会事務局長の職にある者とする。 

2 前項に掲げる者のほか、本部長は、必要があると認めるときは、練馬区職員のうちから本部員を指

名することができる。 

(部) 

第6条 条例第7条第1項の規定により本部に置く部(以下「部」という。)の名称および分掌事項は別に

定めるものとし、それぞれの部は、震災復興事業に係る事務事業を分担して行うものとする。 

2 前項に定めるもののほか、部に属すべき職員の所属等については本部長が定める。 

(復興対象地区の指定の基準) 

第7条 条例第9条第2項に規定する復興対象地区の指定の基準は、別表のとおりとする。 

2 区長は、前項の規定にかかわらず、つぎの各号に掲げる地区または地域内に復興促進地区が存する

ときは、当該地区を重点復興地区に指定することができる。 

(1) 東京都市計画都市再開発の方針、東京都市計画住宅市街地の開発整備に関する方針および東

京都市計画防災街区整備方針に位置づけられた地区 
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(2) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第4条第6項の規定による都市計画施設のうち、道路、公園

等の基幹的な都市施設が未整備な地域 

(3) 練馬区まちづくり条例(平成17年12月条例第95号)における重点地区まちづくり計画がある地

区 

(4) 前各号に掲げるもののほか、区長が特に必要と認める地区 

(地域復興組織の認定) 

第8条 条例第13条の規則で定める団体は、つぎの各号に掲げる要件を満たす団体とする。 

(1) 地域協働復興に関する活動を目的とすること。 

(2) 団体の活動を行う区域(以下「地域協働復興区域」という。)が定められていること。 

(3) 主たる構成員が地域協働復興区域内の住民等(区民、事業を営む者、土地を所有する者または

建築物を所有する者等。以下同じ。)であること。 

(4) 前号に規定する住民等のほか、団体の活動において、地域復興地区内に通勤または通学する

者の参加の機会が保障されていること。 

(5) 名称、目的、代表者その他必要な事項を記載した規約を定めていること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める要件を満たしていること。 

2 地域復興組織として認定を受けようとする団体は、地域復興組織認定申請書(第1号様式)を区長に

提出しなければならない。 

3 区長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、地域復興組織として認定する

ことが適当と認めたときは、速やかに地域復興組織認定通知書(第2号様式)により団体の代表に通知

するとともに、その旨を公表するものとする。 

(地域復興組織の活動等) 

第9条 前条第3項の規定により地域復興組織として認定された団体(以下「復興まちづくり協議会」と

いう。)は、地域協働復興の活動を通して、つぎの各号に掲げる内容について検討し、区長に提案す

ることができる。 

(1) 地域協働復興区域内に係る都市復興基本計画の案の策定に関すること。 

(2) 地域協働復興区域内における震災復興事業の推進に関すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、地域協働復興の推進に関して必要な事項 

2 復興まちづくり協議会は、地域協働復興の活動に対して、区長に必要な支援を求めることができる。 

(建築行為の届出) 

第10条 条例第16条第1項の規定による建築行為の届出は、建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第

1項の規定により確認の申請書を提出しようとする日の30日前までに、建築行為届出書(第3号様式)

により行わなければならない。 

(委任) 

第11条 この規則の施行について必要な事項は、別に定める。 

付 則 

(施行期日) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則(平成26年10月規則第110号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則(平成27年2月規則第4号) 
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この規則は、公布の日から施行する。 

 

別表（第 7 条関係） 

重点復興地区 都市基盤未整備地区であって大被害地区であるもの 

復興促進地区 都市基盤未整備地区であって中被害地区であるものまたは都市基盤整備済地

区であって大被害地区もしくは中被害地区であるもの 

復興誘導地区 都市基盤未整備地区または基盤整備済地区であって小被害地区であるもの 

備考 

1 都市基盤未整備地区とは、被災前の都市基盤整備において都市基盤整備済地区に該当しない地

区をいう。 

2 都市基盤整備済地区とは、被災前の都市基盤整備状況において、土地区画整理事業、市街地再

開発事業もしくは開発許可による住宅地開発事業等により整備された地区または区長が整備済

みと判断した地区をいう。 

3 大被害地区とは、被害度(街区における全家屋棟数に占める全壊家屋、半壊家屋および全半焼家

屋の棟数を合算した棟数の割合の百分比をいう。以下同じ。)がおおむね80パーセント以上の街

区が連担した地区をいう。 

4 中被害地区とは、被害度がおおむね50パーセント以上の街区が連担した地区をいう。 

5 小被害地区とは、大被害地区または中被害地区に該当しない地区であって、部分的な被害が見

られる街区が連担した地区をいう。 
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第1号様式(第8条関係) 

年  月  日   

 

 練馬区長殿 

 

 

代表者住所             

代表者氏名             

電話             

 

 

 

地域復興組織認定申請書 

 

 

 練馬区震災復興の推進に関する条例第13条の規定により、地域復興組織の認定を受けた

いので、つぎのとおり申請します。 

団体の名称   

構成人数   

復興に係る地区の

区域 

  

復興に係る活動の

目的および趣旨 

  

添付書類 

□規約 

□役員および委員名簿 

□復興に係る区域の図 

□主要な活動目的および準備会・会員意見聴取等の記録 

□その他、区長が必要と認める書類 
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第 2 号様式(第 8 条関係) 

年  月  日   

 

        様 

 

 

練馬区長          

 

 

 

地域復興組織認定通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった地域復興組織については、つぎのとおり認

定しましたので通知します。 

団体の名称   

代表者の氏名   

復興に係る地区の

区域 

  

認定の条件 
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3 号様式(第 10 条関係) 

 

建 築 行 為 届 出 書 

年  月  日   

 練馬区長          様 

建築主 住所             

氏名             

電話(  )   ―      

 練馬区震災復興の推進に関する条例第16条の規定により、つぎのとおり届け出ます。 

代理人の住所および

氏名 

(  )級建築士     (  )登録      号 

(  )級建築士事務所  (  )登録      号 

住所 

氏名 

電話(  )   ― 

建

築

計

画

の

概

要 

住居表示 練馬区 

種別 建築物・工作物(1新築 2増築 3改築) 

主要用途   

敷地面積 m2                      

構造 1木造 2鉄骨 3 RC 4その他(     ) 

階数・高さ 地上   階・地下   階・高さ     m 

工事予定期間 年  月  日 ～    年  月  日  

備考 
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(裏面) 

付近見取り図 

配置図 ※建築物または工作物の概ねの配置を、敷地内に図示 

 

主管課記入欄 建築確認申請受付日    年  月  日 

内容確認の結果等(確認日    年  月  日) 

  

  

課長 係長 担当   
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資料第 022-8 時限的市街地＜地域協働型＞設置・運営の流れ 

 仮設建物の建設を、災害救助法の枠内の応急仮設住宅で行う場合を想定して示すと以下のとおりで

ある。仮設店舗・事業所の場合も、復興まちづくり協議会内の提起を経て行うことにする。ただし、

建設主体をどうするか、都との協議が必要である。 

 

復興まちづくり協議会

（地域） 
練馬区 東京都 事業者 

必要性検討 

↓ 

用地さがし・承諾確認 

 

 

 

入居基準の方針づくり 

↓ 

↓ 

↓ 

地域からの推薦 

 

 

入居支援 

↓ 

運営組織づくり 

 

 

仮設住宅の運営 

↓ 

仮設住宅の縮小撤去提言 

 

 

 

建設計画（戸数等） 

 

建設予定の告知 

↓ 

建設の管理 

 

入居基準の確定 

↓ 

募集・推薦受付 

↓ 

入居者選定 

 

 

運営支援体制構築 

 

 

 

 

   方針決定 

 

撤去管理 

報告 

 

 

建設手配 

 

 

 

建設完了の確認 

 

 

 

 

 

入居者の承諾 

 

 

 

 

 

 

 

区と協議 

 

 

 

支払い 

 

 

施工の承諾 

↓ 

資材調達・運搬 

↓ 

↓ 

代金の受領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工の承諾 

↓ 

撤去 

 

代金受領 
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資料第 022-9 建設可能用地の確保 

１ 公共用地の確保 

○ 各種応急・復旧対策の調整を図り、応急仮設住宅の建設用地とする公共用地を確保する。 

 

２ 協定民間用地の確保 

○ 協定締結済みの民間用地の使用について、所有者に使用の確認をする。 

○ 使用のための所定の手続きを行う。 

○ 公共用地及び協定民間用地のみで不足が生じる場合は、協定民間用地以外の用地について調査

を実施し、借地契約を締結する。 

 

３ 事業用仮設住宅の用地借上等 

○ 面的な被災地で、市街地再開発や土地区画整理事業などの都市計画決定が早期に行われた地区

については、事業用仮設住宅の建設用地について、土地所有者の協力を得て借り上げる。 

 

 

 

※応急仮設住宅の建設用地の選定にあたっての留意点 

○応急仮設住宅の建設用地の利用に当たっては、原則として、(1) 公有地、(2) 国有地、(3) 企

業等の民有地の順に選定する。なお、国有地の利用については、国有財産法第22条第１項第３

号により、地方公共団体が災害時の応急措置の用に供するときは無償貸与をうけることができ

るとされている。 

○ 民有地の借上げについては、公租公課等の免除を前提とし、原則として無償で提供を受けられ

る土地とする。 

 

※他自治体の事例：神戸市における民有地利用（平成７年 阪神・淡路大震災） 

阪神・淡路大震災では、仮設住宅建設用地として民有地の申し出が149件(電話応対は300件以上)、

面積146haに達した。 

しかし、特に個人所有地については、広さや借地期間等の問題があり、ほとんど利用できなかっ

たため、会社等が所有する比較的規模の大きい用地が借用されることになった。 

民有地の借用方法に関して、兵庫県は、原則無償で交渉したが、期間延長に当たっては有償の問

題が発生した。 
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資料第 022-10 仮設住宅のタイプ等 
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（出典：一般社団法人プレハブ建築協会ホームページ、「災害への取り組み」 

http://www.purekyo.or.jp/measures/index.html） 

 

 

 

（参考）宮城県女川町の 3 階建て、２階建て仮設住宅の例 
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資料第 022-11 応急仮設住宅の規定、入居案 

１ 応急仮設住宅の基準：災害救助法施行細則（平成29年10月02日、規則第109号） 

別表第一(第二条関係)より 

 

応急仮設住宅 
＜救助の対象及び方法＞ 
 応急仮設住宅は、住家が全壊し、全焼し、又は流失し、居住する住家がない者であつて、自らの
資力では住家を得ることができないものに、建設し供与するもの(以下「建設型仮設住宅」という。)、
民間賃貸住宅を借上げて供与するもの(以下「借上型仮設住宅」という。)又はその他適切な方法に
より供与するものとする。 
＜費用の種類及び限度額等＞ 
一 建設型仮設住宅 
(一) 建設型仮設住宅の設置に当たっては、原則として、公有地を利用するものとする。ただし、

これら適当な公有地を利用することが困難な場合は、民有地を利用することを可能とする。 
(二) 1 戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、地域の実情、世帯構成等に応じて設定し、

その設置のために支出できる費用は、設置に係る原材料費、労務費、附帯設備工事費、輸送費
及び建築事務費等の一切の経費として、551 万 6 千円以内とする。 

(三) 建設型仮設住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね 50 戸以上設置した場合は、居住
者の集会等に利用するための施設を設置でき、50 戸未満の場合でも戸数に応じた小規模な施設
を設置できるものとする。 

(四) 福祉仮設住宅(老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であつて
日常の生活上特別な配慮を要する複数のものに供与する施設をいう。)を建設型仮設住宅として
設置できるものとする。 

(五) 建設型仮設住宅の供与終了に伴う建設型仮設住宅の解体撤去及び土地の原状回復のために支
出できる費用は、当該地域における実費とする。 

二 借上型仮設住宅 
 借上型仮設住宅の 1 戸当たりの規模は、世帯の人数に応じて前号(二)に定める規模に準ずること
とし、その借上げのために支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料又は火災保
険等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠なものとして、地域の実情に応じた
額とする。 
＜救助の期間＞ 
一 建設型仮設住宅の設置については、災害発生の日から 20 日以内に着工しなければならない。 
二 借上型仮設住宅は、災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなければならな

い。 

三 建設型仮設住宅及び借上型仮設住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準法(昭和 25 年

法律第 201 号)第 85 条第 3 項又は第 4 項に規定する期限内とする。 

 

２ 地域内の時限的市街地の入居の考え方案（×は災害救助法の基準外） 

×時限的市街地の用地提供者 

×被災者の支援及び復興まちづくりに関わる事業関係者 

 ○地域から離れることで大きい生活阻害が生じる被災者（事業、医療福祉、学校等） 

 ○高齢者、障害者及びそれらのケアを担う被災者 
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資料第 022-12 阪神・淡路大震災での仮設住宅への支援 

（神戸市「阪神・淡路大震災神戸復興誌」から） 

１ ふれあいセンター 

 50 戸の１箇所、仮設プレハブ平屋建て、復興基金や市補助金で、ボランティア団体等が、センター

管理・心身の増進、高齢者の生きがい創造、ふれあい交流、生活情報提供に関連する事業を行う。 

 

２ 民生委員・児童委員と地域見回り活動・ふれあい推進活動 

 民生委員等による要援護者実態調査をもとに、在宅 65 歳以上の一人暮らし・寝たきり・身体が弱い

高齢者や在宅の身体障害者について生活状況把握等を行う。地域の民生委員協議会や隣接民生委員に

よって大規模仮設での見守り活動を行う。また、仮設住宅入居者の中から「ふれあい推進員」を任命

し、福祉団体と入居者のパイプ役等をつとめてもらった。 

 

３ 仮設住宅における友愛訪問活動 

 社会福祉協議会の支援のもとで、自治会とタイアップしてボランティアが訪問活動を行う。 

(1) 市民部（生活再建担当）： 

仮設住宅の居住実態調査（生活支援アドバイザーの訪問等）恒久的住宅への移転促進、個別相

談会実施 

(2) 福祉部： 

民生委員児童委員協議会、社会福祉協議会と連携した見守り活動、高齢者障害者等要援護世帯

への個別支援 

(3) 保健部： 

個人を対象とした見守り（問題を有する人への対応、アルコールカウンセリング、保健婦・管

理栄養士の訪問等）、地域・集団に関する事業（仮設住宅入居者健康調査・健康診断の実施、健康

教育、閉じこもり防止のゲーム歩こう会等、医師会等と連携したふれあい健康講座、コミュニテ

ィづくりのためのイベント—バザー、野菜市場、焼き芋、野点等） 

(4) こころのケアセンター： 

個別的対応と地域等への対応 

 

資-144



第２編 第２章 第５節  １ 復興まちづくりの広報の展開 

 

資料第 022-13 復興まちづくり広報の事例（神戸市真野地区のニュース） 
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資料第 022-14 みどりのまちづくりセンターの専門家派遣支援制度 

１ 申請先 

みどりのまちづくりセンター 

（練馬区豊玉北 5-29-8 練馬センタービル３階 （公財）練馬区環境まちづくり公社内） 

 

２ 派遣申請の要件 

専門家の派遣を申請することができる者は、つぎの各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 条例第 25 条第 5 項に規定する総合型地区まちづくり準備会または同条第 1 項に規定する

総合型地区まちづくり協議会 

(2) 条例第 30 条第 5 項に規定する施設管理型地区まちづくり準備会または同条第 1 項に規定

する施設管理型地区まちづくり協議会 

(3) 条例第 35 条第 1 項に規定するテーマ型まちづくり協議会 

(4) 少なくとも３人以上の住民等のグループによる申請であり、かつ、申請によるまちづくりの

趣旨が練馬区都市計画マスタープランまたは条例第４条第 1 項に基づくまちづくりの計画

の趣旨に適合していること。 

 

３ 派遣手続 

派遣申請書により公益財団法人練馬区環境まちづくり公社理事長に申請をする。 

 

４ 支援内容 

(1) 地域のまちづくり活動に関する学習、調査、研究等について支援すること。 

(2) 地域のまちづくり活動を進めるうえで専門的なアドバイス等を行うこと。 

(3) 地域の良好な景観まちづくりを目的とした活動について支援すること。 

(4) その他まちづくりを推進するために必要な支援を行うこと。 

 

５ 派遣期間および派遣回数 

別表第１に定めるとおり。ただし、理事長が特に必要があると認めるときは、別表第１に定め

る専門家の派遣期間または派遣回数の限度を超えて専門家を派遣することができる。 
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別表第 1 （第８条、第１１条関係） 

（参考：公益財団法人練馬区環境まちづくり公社まちづくり専門家派遣要綱（平成 28 年 4 月改正）） 

 

 

  

対象団体 支援内容 派遣期間 派遣回数 派遣の態様 

３人以上の

住民等のグ

ループ 

① 地域のまちづくり

活動に係る学習、

調査、研究等につ

いての支援 

② 地域のまちづくり

活動を進めるうえ

での専門的なアド

バイス等 

③ 地域の良好な景

観まちづくりを目

的とした活動の支

援 

④ その他まちづくり

を推進するために

必要な支援 

通算２会計年度ま

で。ただし、理事長

が必要と認めるとき

は、延長することが

できる。 

１会計年度当たり 10 

回・人まで。ただし、

理事長が必要と認

めるときは、派遣回

数を増加することが

できる。 

登録専門家を１分野

につき１人派遣す

る。ただし、会議の

記録作成のために

当該専門家の負担

で登録専門家でな

い者を補助者として

使用することを妨げ

ない。 

準 備 会 ① 準備会が目指す

まちづくりの論点

整理 

② 準備会が目指す

まちづくり実現の

ための制度、手法

等の紹介 

③ 準備会が協議会

の認定を受けるた

めの合意形成 

同上 同上 同上 

協 議 会 ① まちづくりに関す

る知識、技術等の

紹介 

② まちづくり計画の

内容の整理 

③ まちづくり計画案

の作成 

④ まちづくり計画案

提案のための合

意形成 

通算３会計年度ま

で。ただし、理事長

が必要と認めるとき

は、延長することが

できる。 

同上 同上 
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資料第 022-15 東京都によるまちづくり専門家の配分調整 

 非常時の参加型まちづくりを迅速に進めるためには、区市町村において、同時に多くのまちづくり

専門家の協力が必要となることから、効率的にまちづくり専門家を動員するために、都において専門

家の配分調整を行う。 

 

 

（出典：都震災復興マニュアル（復興プロセス編）P.15） 
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第２編 第２章 第６節  ４ 復興まちづくり計画の策定 

 

資料第 022-16 復興まちづくり計画の策定 

１ 復興まちづくり計画の提案 

 練馬区まちづくり条例では、提案への賛意の確認、計画提案に対する意見募集や協議会による回答

を行うという措置を定めている。（参考 練馬区まちづくり条例第 26 条参照） 

 復興まちづくりにおいては時間的制約の点で、区が協議会提案を受けて計画案を策定し、さらにそ

れに対する住民意見反映を協議会の意見を受けながら区が行う、という仕組みを原則にする。 

 

２ 復興まちづくり計画の策定 

 平常時のまちづくり条例では、協議会・地区住民・区長のやりとりの中で認定計画がつくられる

が、復興まちづくり計画は、時間的な迅速性の観点から区長が定めるものとし、定めるにあたって

協議会・地区住民の意見反映を十分に行うとともに、全体の復興に係わる審議組織に付議して定め

る。 
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資料第 022-17 【参考】神戸市真野地区の復興まちづくり活動例 

  阪神・淡路大震災でもっとも顕著な復興まちづくり活動を展開した地区の１つが、住民によるま

ちづくりを古くから進めている神戸市真野地区である。地区の災害対策本部の設置、被災者へのア

ンケート、避難者・転出者調査など各種調査、市県への働きかけなどに協議会として取り組むとと

もに、被災住民のケア・地区内外のイベントなどについても自治会と協調して以下のような復興ま

ちづくり活動を展開した。 

 

◆震災後 2 ヶ月〜1 年 

・広報誌「真野っこガンバレ」発行（1995.3.6〜） 

・建物相談／建物レスキュー隊／建物補修（1995.3〜） 

・真野支援コンサート（1995.3〜） 

・真野支援基金づくり（1995.3〜） 

・真野っこ花祭り（1995.3〜） 

・七夕まつり（1995.7〜） 

・建物修繕ネットワーク（1995.8〜） 

・精霊流し、盆踊り大会（1995.8〜） 

・地蔵盆（1995.8〜） 

・小学校運動会（1995.10〜） 

・子ども会バーベキュー（1995.11〜） 

・チャリティバザー（1995.11〜） 

・防災訓練（1995.11〜） 

・子ども会クリスマス（1995.12〜） 

・年末警戒（1995.12〜） 

・復興１周年餅つき大会（1996.1〜） 

・ふれあいのまちづくり協議会（1996.1〜） 

 

◆平成 17 年の例（主催者は婦人会、ふれあいのまちづくり協議会、子ども会など様々） 

・新年をぜんざいで祝う会 

・地区総合防災訓練 

・1.17 希望の灯り 

・ふれあい寒もちつき 

・荒熊祭（郷土祭礼行事） 

・食肉祭り（食肉市場で） 

・真野同志会チャリティバザー 

・ふれあい花祭り 

・神戸まつり子ども御輿 
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